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 行政コスト計算書は、地方公共団体の資産、負債の状況を明らかにする

 バランスシートには計上されない、年度限りで使用される費用である人的

 サービス（人件費）や給付サービス（扶助費、補助費等）、維持補修費、公

債利子分のほか、現金支出を伴わないものの、発生主義に基づいて計上される減価償却費や退職給

与引当金など、地方公共団体の１年間の行政サービスのコストを示したもの、企業会計で使われる

損益計算書にあたるものです。 
 
Ì平成19年度行政コスト計算書について 
 平成19年度の行政コスト計算書は以下のとおりです。 
                                                           単位：百万円、％ 

 19年度 18年度 増減額 増減率 
行政コスト合計 546,279 565,054 △ 18,775 △ 3.32 

 人に係るコスト 199,603 222,426 △ 22,823 △ 10.26 

 物に係るコスト 158,776 159,145 △ 369 △ 0.23 

 移転支出的なコスト 164,501 159,521 4,980 3.12 

 

 その他のコスト 23,399 23,962 △ 563 △ 2.35 

 

 
○平成19年度の行政コスト総額は、５４６，２７９百万円で、退職給与引当金繰入の減などに

より、前年度と比べて１８，７７５百万円、３．３２％の減となっています。 
 
   なお、移転支出的なコストの増は、障害者自立支援給付費の増などによるものです。 
 
 
       ○行政コスト計算書の作成の前提 
 
      ①対象会計範囲  普通会計（一般会計＋長崎魚市場特別会計、港湾施設整備特別会計 
                及び流域下水道特別会計の３特別会計以外の特別会計で企業会計は 
                 除く） 
      ②作 成 基 準 日  平成２０年３月３１日 
      ③基 礎 数 値  昭和４４年度から平成１９年度までの決算統計（地方財政状況調査） 
                 データを用いて作成。 
                発生主義の観点から、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金繰 
                入等といった現金支出を伴わないものもコストとして加えている。 
      ④行政コストの  総務省から示された統一基準に従い、行政コストを次の区分に分類 
       区     分  するとともに、総務費、民生費といった行政目的別にも区分して 

いる。 
人に係るコスト 人件費、退職給与引当金繰入等
物に係るコスト 物件費、維持補修費、減価償却費
移転支出的コスト 扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費（他団体への補助 

金等） 

 

その他のコスト 災害復旧事業費、公債費（利子分のみ）、債務負担行為繰入、不 
納欠損額

 

 



行政コスト計算書（自平成１９年４月１日　至平成２０年３月３１日）

【行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率） 議 会 費 総 務 費民 生 費衛 生 費労 働 費農林水産業費商 工 費土 木 費警 察 費教 育 費災害復旧費公 債 費交 付 金 等不納欠損額

（１）人件費 194,860,764 35.7 912,680 8,813,524 4,394,583 4,494,273 967,566 9,464,836 1,613,257 4,970,835 32,735,383 126,493,827 0

（２）退職給与引当金繰入等 4,742,311 0.9 22,212 214,494 106,951 109,377 23,548 230,345 39,262 120,975 796,678 3,078,470 0 0 0 0

小計 199,603,075 36.5 934,892 9,028,018 4,501,534 4,603,650 991,114 9,695,181 1,652,519 5,091,810 33,532,061 129,572,297 0

（１）物件費 15,639,668 2.9 186,786 2,483,204 815,427 1,372,932 437,950 1,810,719 818,341 716,628 3,636,898 3,310,617 50,166 0

（２）維持補修費 4,426,382 0.8 1,065 491,820 4,934 23,879 3,109 191,068 41,973 3,332,752 212,894 122,888

（３）減価償却費 138,709,913 25.4 8,231 4,070,722 567,661 671,028 494,574 43,505,410 1,813,126 78,246,335 2,770,726 6,562,100 0

小計 158,775,963 29.1 196,082 7,045,746 1,388,022 2,067,839 935,633 45,507,197 2,673,440 82,295,715 6,620,518 9,995,605 50,166 0

（１）扶助費 22,140,413 4.1 9,605,697 12,289,793 1,949 242,974

（２）補助費等 112,924,743 20.7 172,580 10,989,065 57,204,021 4,104,897 287,218 3,384,019 6,041,035 448,321 215,315 12,332,582 0 17,745,690

（３）繰出金 1,125,299 0.2 0 0 0 0 295,459 829,840 0 0

（４）普通建設事業費
　　（他団体への補助金等）

小計 164,500,832 30.1 172,580 11,481,542 67,405,386 16,889,293 289,167 17,329,666 7,732,574 11,248,367 215,315 13,991,252 0 17,745,690

（１）災害復旧事業費 4,261,594 0.8 4,261,594

（２）失業対策事業費 0 0.0 0

（３）公債費（利子分のみ） 18,868,390 3.5 18,868,390

（４）債務負担行為繰入 0 0.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５）不納欠損額 269,128 0.0 269,128

小計 23,399,112 4.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,261,594 18,868,390 269,128

546,278,982 1,303,554 27,555,306 73,294,942 23,560,782 2,215,914 72,532,044 12,058,533 98,635,892 40,367,894 153,559,154 4,261,594 18,918,556 17,745,690 269,128

0.2 5.0 13.4 4.3 0.4 13.3 2.2 18.1 7.4 28.1 0.8 3.5 3.2 0.0

【収入項目】

32,992,758 67 8,964,188 1,682,260 234,725 83,375 3,482,499 366,548 11,299,672 623,120 6,256,304 0 0 0

6.0 0.0 32.5 2.3 1.0 3.8 4.8 3.0 11.5 1.5 4.1 0.0 0.0 0.0

70,633,474 1,729,965 5,718,191 11,347,901 353,797 11,455,000 1,224,022 9,330,857 354,776 25,646,652 3,472,313 0 0

12.9 6.3 7.8 48.2 16.0 15.8 10.2 9.5 0.9 16.7 81.5 0.0 0.0

364,652,505 　※「使用料・手数料等」…分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

66.8 　※「一般財源等」…県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金

468,278,737

48,656,811

944,789,408

-29,343,434

915,445,974
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　　　　　　c／ａ

３ 一般財源等 ｄ

その他
のコスト

行 政 コ ス ト ａ

（　構　成　比　率　）

１ 使用料 ・手数料等 ｂ

差引（e－a+ ｆ）一般財源等増減額

６ 期 末 一 般 財 源 等

28,310,377 5.2

　　　　　　ｄ／ａ

収 入 （ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ） ｅ

４ 正味財産国庫支出金償却額 ｆ

５ 期 首 一 般 財 源 等

　　　　　　ｂ／ａ

２ 国庫支出金 ｃ

492,477 595,668 494,603 0 13,945,647 1,396,080 9,970,206 0 1,415,696


